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伊藤忠商事におけるSDGsへの取り組み
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伊藤忠商事におけるSDGsへの取り組み

伊藤忠の創業の精神である企業理念「三方よし」のもと、グローバルに事業を行う伊藤忠グルー
プは、地球環境や社会課題への対応を経営方針の最重要事項のひとつとして捉え、企業行動指
針である「ひとりの商人、無数の使命」を果たすべく、持続可能な社会の実現に取り組んでいる。

「がんになっても、私の居場所はここだ」
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伊藤忠商事におけるSDGsへの取り組み

伊藤忠商事 2021～2023年度 中期経営計画 骨子（公式サイトより）
https://www.itochu.co.jp/ja/ir/news/2021/__icsFiles/afieldfile/2021/01/13/ITC210113_J_2.pdf

https://www.itochu.co.jp/ja/ir/news/2021/__icsFiles/afieldfile/2021/01/13/ITC210113_J_2.pdf
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 伊藤忠商事におけるSDGｓへの取り組み

 JCMを活用したDoleバイオガス事業への取り組み
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Doleバイオガス事業 【案件概要】

 本事業は伊藤忠商事とフィリピンの大手財閥Metro Pacific Investments Corpの子会社である
METPower Venture Partners Holdings, Inc.が出資するSPC、Surallah Biogas Ventures 
Corporationが、伊藤忠商事100％傘下のドール・フィリピン(Dole社)の2か所のパイナップル缶
詰工場にて、廃棄物としていたパイナップルの残渣から燃料となるバイオガスを取り出し、ガス
エンジンによる発電及びボイラー燃料代替をはかる事業である。

 これまで廃棄・肥料化していたパイナップルの残渣を活用して再生可能エネルギーを生み出
し、パイナップル缶詰工場へ電力を還元することで、温室効果ガスの排出削減に寄与すると共
に、Dole社の電力コスト削減を実現することを目的とする。
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Doleバイオガス事業 【SDGsにおける位置づけ】

サステナビリティ上の重要課題

◆気候変動への取組み

 気候関連財務情報開示ﾀｽｸﾌｫｰｽ(TCFD)の提言への賛同

 石炭関連ﾋﾞｼﾈｽ取組方針の公表

（「新規の石炭火力発電事業開発・一般炭炭鉱事業の獲得は行わない」）

◆技術革新による商いの進化

 ｸﾘｰﾝﾃｯｸﾋﾞｼﾞﾈｽへの取組み

・再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ事業（太陽光、風力、地熱、ﾊﾞｲｵﾏｽ）
・水ｲﾝﾌﾗ関連ﾋﾞｼﾞﾈｽ（水道事業、海水淡水化事業）

◆安定的な調達・供給、人権の尊重・配慮

 ｺﾛﾅ禍での食料ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝの管理・維持、食の安定供給

 人権・環境に配慮したｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝの確立
（ｻﾌﾟﾗｲﾔｰへのｻｽﾃﾅﾋﾞﾘﾃｨ調査、人権ﾃﾞｭｰﾃﾞﾘｼﾞｪﾝｽ）
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Doleバイオガス事業 【伊藤忠商事の取組意義】

伊藤忠商事は、2015年9月の国連サミットで採択された持続可能な開発目標（SDGs）にコミット
しており、独自の「サステナビリティアクションプラン」のコミットメントにおいて、再生可能エネル
ギー発電と従来型発電のバランスの取れた電源開発により、国・地域ごとに最適化された持続
可能な形でその発展に貢献するとし、2030年度までに再生可能エネルギー比率20%超（持分容
量ベース）を目指している。

そんな中、パイナップルの缶詰工場の設備で電気を使うドール・フィリピン(Dole社)では、高騰傾
向のある電気代削減及び熱供給に係る重油代の削減が課題のひとつだった。そこで本事業は、
これまで廃棄・肥料化していたパイナップルの残渣を100％活用して、再生可能エネルギーを生
み出し、温室効果ガス及び大気汚染物質の排出削減に寄与すると共に、Dole社のコスト削減を
実現することで伊藤忠商事のSDGｓへの貢献にも繋がっているのである。
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Doleバイオガス事業 【JCMの意義】

フィリピン政府は、国連気候変動枠組条約事務局に2015年に提出したIntended Nationally 
Determined Contributions（INDC）において、2030年までに電源の改善及び廃棄物の適正処理
等によって温室効果ガスを約70％削減することを目標としている。

当時、本事業は2018年10月より検討を始めたJCM化が実際の事業実施に踏み切るための後
押しとなると日本側及びフィリピン側が認識しており、日本企業の完全子会社であるDole Asia
社でのリーディング再エネ事業として、フィリピン環境省からの期待も高く、設備補助によって本
事業を具現化/加速させるソリューションとしてJCMが非常に効果的だった。

そしてJCM制度を活用することで、本事業がパートナー国のINDCのGHG削減目標に貢献して
いることを標榜し、フィリピン共和国が目指している削減目標にも併せて寄与することとなり、日
本のみならず、地球規模でSDGs促進への貢献となっている。
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ご清聴ありがとうございました
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